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○小城市プロポーザル方式実施要領 

平成31年４月１日 

（趣旨） 

第１条 この要領は、小城市が発注する工事及び業務委託等（以下「業

務等」という。）において実施するプロポーザル方式による随意契約

に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

(１) プロポーザル方式 業務等の契約を行おうとする場合において、

その性質又は目的が価格だけでの競争になじまないと判断される業

務等の契約にあたり、提案書等の提出を求め、提出された提案書等

の審査及び評価を行いその内容、業務等遂行能力等が最も優れてい

る提案者（以下「最優秀提案者」という。）を選定し、随意契約を

行う方式をいう。 

(２) 公募型 提案者を公募により募集し、提案資格があると認めた

者から提案を受ける方法をいう。 

(３) 指名型 あらかじめ複数の提案者を指名し、提案を受ける方法

をいう。 

（対象） 

第３条 プロポーザル方式の対象となる業務等は、次の各号のいずれか

に該当するものとする。 

(１) 高度な創造性、技術力、専門的な技術又は経験を必要とする業

務等 

(２) 標準的な業務の実施手続及び積算方法が定められていない業務

等 

(３) 新たな技術や工法などを採用する又は先例が少ない業務等 
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(４) 計画から設計又は施工まで一貫して発注する必要のある業務等 

(５) その他市長が適当と認める業務等 

（実施方法） 

第４条 プロポーザル方式の実施方法は、原則として公募型によるもの

とする。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、指名型によ

ることができる。 

(１) 対象業務等の性質又は目的が公募によることが適しないもので

あるとき。 

(２) 対象業務等の性質又は目的により競争に加わるべき者の数が公

募に付する必要がないと認められる程度に少数であるとき。 

(３) 公募に付することが不利と認められるとき。 

(４) その他市長が適当と認めるとき。 

（参加資格） 

第５条 プロポーザルに参加する者（以下「参加者」という。）は、次

に掲げる事項を満たす者でなければならない。 

(１) 小城市の入札参加資格審査申請受付簿に登載された者（以下「有

資格者」という。）とする。ただし、有資格者にかかわらず広く提

案を求める必要がある場合は、参加申込の際、次に掲げる書類を提

出させるものとする。 

ア 履歴事項全部証明書（法人のみ、申込日前３箇月以内のもの、

写し可。） 

イ 身分証明書の写し（個人のみ、申込日前３箇月以内のもの、写

し可。） 

ウ 消費税及び地方消費税の未納がない証明書（申込日前３箇月以

内のもの、写し可。） 

エ 小城市税の未納がない証明書（申込日前３箇月以内のもの、写

し可。） 
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オ 業務に必要な許可、認可等を証する書類の写し 

カ 財務諸表類（直近１年度のみ。）又は青色申告書等 

(２) 小城市建設工事等請負・委託契約に係る指名停止等の措置要領

による指名停止を受けていない者であること。 

(３) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の

規定に該当する者でないこと。 

２ 前項に規定するもののほか必要な参加資格要件は、当該業務等の内

容等に応じて、別に定めるものとする。 

３ 参加者は、最優秀提案者選定までの間に、参加資格の要件を満たさ

なくなった場合は、その参加資格を失うものとする。 

（小城市入札者指名等審査委員会による審議） 

第６条 前３条の規定及び提案者の指名は、小城市入札者指名等審査委

員会（以下「指名委員会」という。）において審議するものとする。 

（プロポーザル選定委員会） 

第７条 前条の規定によりプロポーザル方式の実施を決定したときは、

厳正かつ公平に最優秀提案者を決定するため、業務等ごとにプロポー

ザル選定委員会（以下「選定委員会」という。）を設置し、次に掲げ

る事項を所掌する。 

(１) 参加資格の審査・確認に関すること。 

(２) 提案者の選定に関すること。 

(３) 実施要領に関すること。 

(４) 評価基準に関すること。 

(５) 評価基準に基づき、提出された提案書の審査及び評価を行うこ

と。 

(６) その他、市長が必要と認めること。 

２ 選定委員会の組織は、次のとおりとする。 

(１) 選定委員会は、５人以上の委員をもって構成する。 
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(２) 委員には、必要により学識経験者等の職員以外の者を委員とす

ることができる。 

(３) 選定委員会に委員長を置き、委員の互選によりこれを決定する。 

(４) 委員長は、会務を総括し、選定委員会を代表する。 

(５) 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長が指名する委員

がその職務を代理する。 

３ 選定委員会の会議は、必要に応じ委員長が招集し、議長となる。 

４ 選定委員会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開催すること

ができない。 

５ 選定委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数の

場合は、委員長の決するところによる。 

６ 委員は、選定委員会で審議された内容を他に漏らしてはならない。 

７ 選定委員会の庶務は、業務等を担当する課（以下「所管課」という。）

において処理する。 

８ 選定委員会の審議結果は、その都度市長へ報告するものとする。 

（実施要領の作成） 

第８条 所管課は、次に掲げる事項を定めた実施要領を作成するものと

する。 

(１) 対象事業の目的、概要、予算額 

(２) 業務等の名称、内容及び履行期間 

(３) プロポーザル方式の種別 

(４) 最優秀提案者選定までのスケジュール 

(５) 公募条件、参加資格申込期間及び申込方法等 

(６) 提案書作成要領（提案書の様式、提案の内容、費用の見積、提

出部数、提出方法、提出期限、記入上の注意、提案依頼についての

質疑応答等） 

(７) 審査方法及び評価基準（評価項目、審査結果の通知等） 
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(８) 評価点が同点及び提案者が１者のみである場合の選定方法 

(９) その他必要な事項 

（公募型プロポーザル方式の実施手順） 

第９条 市長は、公募型プロポーザル方式を実施する場合、前条第５号

に規定する公募条件として、次に掲げる項目を定めるものとする。 

(１) 参加資格条件 業種等 

(２) 選定条件 提案者選定のための基準事項、実績等 

(３) 参加申込及び受付 参加申込及び受付の方法、受付場所、受付

期間 

(４) その他提案者を公募するために必要な事項 

２ 市長は、公募型プロポーザル方式により最優秀提案者を選定する場

合、必要事項を小城市ホームページ、公告その他の方法により公表す

るものとする。 

３ 市長は、公告の日の翌日から起算して、10日（小城市の休日に関す

る条例（平成17年小城市条例第２号）第１条に規定する市の休日及び

８月13日から８月15日の期間（以下、「休日」という。）を含まない。）

以上の申込期間を設けなければならない。 

４ 参加者は、プロポーザル参加表明書（様式第１号）及び必要書類（実

施要領等において指定されたもの）を市長に提出しなければいけない。 

５ 市長は、プロポーザル参加表明書（様式第１号）提出の前に必要に

応じて説明会を開催することができる。 

６ 選定委員会は、提出資料に基づき、参加者の参加資格の有無につい

て審査し、提案者を選定するものとする。 

７ 市長は、参加資格審査の結果をプロポーザル参加資格審査結果通知

書（様式第２号）で通知するものとする。 

８ 選定委員会は、評価基準に基づき、提出書類等を審査するとともに、

当該業務等に対する提案者の意欲、理解力及び提案内容を確認し、必
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要に応じてヒアリング又はプレゼンテーション等（以下「ヒアリング

等」という。）を行い総合的に審査し、最優秀提案者を選定する。 

９ 市長は、選定委員会によりヒアリング等を実施する場合は、ヒアリ

ング等実施通知書（様式第３号）により通知するものとする。 

１０ 市長は、最優秀提案者を選定したときは、速やかに次に掲げる事

項について、プロポーザル審査結果通知書（様式第４号）により各提

案者に通知するものとする。 

(１) 選定又は非選定の別 

(２) 提案を採択し、最優秀提案者とした者の名称 

(３) 審査結果に対する苦情の申立てに関する事項 

(４) その他必要な事項 

１１ 前項により非選定の通知を受けた者は、書面によりその理由につ

いて、通知の日の翌日から５日（休日を含まない。）以内に説明を求

めることができる。 

（指名型プロポーザル方式の実施手順） 

第１０条 市長は、指名型プロポーザル方式を実施する場合、第９条第

１項第３号の参加申込及び受付を定めるものとする。 

２ 指名型プロポーザル方式における指名する者の数は３人以上とする。

ただし、特別の事情があるときはこの限りでない。 

３ 市長は、指名する者を選定したときは、プロポーザル指名通知書（様

式第５号）及び実施要領等を指名する者に通知するものとする。 

４ 市長は、必要に応じて説明会を開催することができる。 

５ 前条第８項から第11項までの規定は、指名型プロポーザル方式の実

施手順についてこれを準用する。 

（評価基準） 

第１１条 選定委員会は、審査方法及び評価基準を定めるにあたっては、

次の各号に掲げる事項に留意しなければならない。 
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(１) 評価項目ごとに点数化して評価し、評価順位を含む審査結果を

表形式で書面に記録すること。 

(２) 評価項目は、対象業務等ごとに適切に定めること。 

(３) 評価項目ごとの配点は、当該業務等の内容に応じて適切に定め

ること。 

（参加の辞退） 

第１２条 参加意思を表明した者又は指名された者は、書面により辞退

を申し出ることができる。 

２ 指定された期日までに、審査に必要な書類を提出しない者は、辞退

したものとみなす。 

（指名委員会への報告） 

第１３条 プロポーザル方式の最終審議結果については、指名委員会へ

報告するものとする。 

（結果の公表） 

第１４条 市長は、最優秀提案者を選定した場合には、結果を小城市ホ

ームページ、公告その他の方法により公表するものとする。 

（契約の締結） 

第１５条 市長は、選定された最優秀提案者と当該業務等の提案内容に

ついて協議を行い、あらためて見積書を徴取し随意契約の方法により

契約を締結するものとする。 

２ 前項の契約に関する協議が整わない場合又は契約の締結までに最優

秀提案者が参加資格要件に該当しなくなった場合は、審査結果の次点

の者と順次契約に関する協議を行い、協議が整った者と随意契約の方

法により契約を締結するものとする。 

（その他） 

第１６条 この要領に定めるもののほか、プロポーザル方式の実施につ

いて必要な事項は、市長が別に定める。 
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附 則 

この要領は、平成31年４月１日から施行する。 



9 

 



10 

 



11 

 



12 

 



13 

 



14 

様式第１号（第９条関係） 

様式第２号（第９条関係） 

様式第３号（第９条関係） 

様式第４号（第９条関係） 

様式第５号（第10条関係） 

 


